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１ 温暖化対策技術の一覧 

 次ページ以降に、民生（業務）分野で適用可能な具体的な温暖化対策技術の一覧

を示します。第Ⅱ編第２章では、業種別に有望な対策技術例を挙げていますが、こ

れらの対策技術例は、以下の一覧表から抽出されています。 

 

＜表の情報を参考にする際には、以下の点にお気をつけ下さい＞ 

・細分類：第Ⅱ編 1.2の体系の分類と対応しています。 

・対策技術メニュー：対策技術メニューの名称を示しています。 

・概要：対策技術の内容、特徴等を説明しています。 

・導入要件：対策技術導入の前提となる要件を説明しています。 

・定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○がついています。 

・商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○がついています。 

・適用可能性：当該技術が適用可能な業種に●がついています。ただし、施設規模等によってはここ

で示した適用可能性と異なる場合がありますので、およその目安として見て下さい。また、第Ⅱ編

第２章の業種別の有望な対策技術（ステップ３及びステップ４）は、これらの中からさらに各業種

のエネルギー消費特性をふまえた抽出を行っています。 

・コスト：当該技術のイニシャルコストに関する目安を示したものです。基本的に①メーカー等への

ヒアリング、②インターネットホームページ、③メーカーカタログ等から情報の得られたものにつ

いてのみ掲載し、情報の得られていないものは「－」と表示しています。仕様・条件等によりコス

トは大きく異なりますので、およその目安として見て下さい。詳細はメーカー等にお問合せ下さい。 

・効果：当該技術の省エネ効果、ランニングコストのコストダウン効果、投資回収年等に関する目安

を示したものです。基本的に①メーカー等へのヒアリング、②インターネットホームページ、③メ

ーカーカタログ等から情報の得られたものについてのみ掲載し、情報の得られていないものは「－」

と表示しています。仕様・条件、電力やガスの契約形態等により効果は大きく異なりますので、お

よその目安として見て下さい。詳細はメーカー等にお問合せ下さい。 

・導入期：※※※は建物の新築・改修時に適用可能な技術、※※は設備更新時に導入可能な技術、※

は比較的容易に追加できる技術を示しています。※※※は第Ⅱ編第２章のステップ４にあたる技

術、※※及び※はステップ３にあたる技術となっています。 

・関係団体等：当該技術に関係する業界団体・学会等であり、より正確、詳細な情報を入手する際の

問合先として掲載しています。ただし、本表の「コスト」「効果」の欄の出典を意味するものでは

ありませんので、ご注意下さい。 
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

(1) 建築物構造に関する技術 

適用可能性 
細分類 

対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル
コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等 コスト    効果 導入期 関係団体等

1 屋根、壁、床
等への断熱材

の採用 

・屋根、壁、床等に断熱材を

採用する。 
・断熱素材は、有機質系（セ

ルロースファイバー等）、無

機質系（グラスウール、ロ

ックウール等）、有機質無機

質複合板の 3種類がある。 

・外気温度の影響が大きい地

域・場所に立地しているこ

とが前提となる。 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ 仕様・条件により異

なるが、グラスウー

ルやセラミック等の

複層構造断熱材を通

常のコンクリートと

比べた場合、断熱性

はコンクリートの 10
倍以上との試算があ

る。 

※※※ 

ロックウール工業会、 
日本ウレタン工業協会、

日本建築材料協会、 
日本建材産業協会 

等

2 ルーバー、庇
の設置 

・日射を防ぐルーバー、庇を

取り付けることで、日射に

よる負荷を 70％程度軽減
する。 
・南面への水平ルーバーの設

置は、冬期の日照を損なう

ことがない。 
 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 

 ○    ● ● ● ● 

－ － 

※ 

日本建築材料協会、 
日本建材産業協会 

等

3 外部遮蔽設備
の設置 

・建物外部で日射を遮蔽する

外ブラインド等の設備を設

置することで冷房負荷を軽

減する。 
・室内ブラインドの場合には、

室内で熱を受けとめるため、

冷房負荷が軽減できない。 
 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 

     ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

 

4 屋根や外壁の
明色化 

・建物の屋根、外壁等の色を

明るくすることで、建物の

熱吸収を軽減する。 
 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 
 ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 
 

5 内装の仕上げ
色の明色化 

・建物の内装の色を明るくす

ることで、室内照明の反射

率を高め、照明負荷を軽減

する。 
 

・施設内に照明があり、反射

率が高められるような構造

の場合に効果が得られる。  ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

 

6 屋根散水、貯
水設備の設置 

・散水や貯水により屋根上で

の冷房効果を高め、屋内の

冷房負荷を軽減する。 
 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 
 ○  ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※ 
日本水道協会 

等

屋根・

外壁・

内装 

7 屋上緑化、植
栽 

・建物屋上等を緑化すること

で、日射の吸収や蒸散作用

により、冷房負荷を軽減す

る。 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。  ○  ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

屋上緑化推進協議会 
等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 
細分類 

対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル
コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等 コスト 効果 導入期 関係団体等 

8 複層ガラスの
採用 

・2 枚以上の板ガラスの間に
乾燥空気を封入し、断熱性

能を高めた複層ガラスを採

用する。 
・一般的な複層ガラスのほか、

熱を室内に入れにくい遮熱

複層ガラスと熱を室外に逃

しにくい高断熱複層ガラス

がある。いずれも特殊な金属

膜を表面にコーティングし

た Low-E ガラス（低放射ガ
ラス）を使用している。 

 
 
 

・窓の多い施設において、導

入することで効果が得られ

る。また、施設内の一部の

みに導入するのでなく、施

設全体で導入することで効

果が発揮される。 

○ ○    ● ● ● ● 

・複層ガラス： 
  17,000～20,000 
円/m 2程度。 

・高遮熱断熱 Low-E
ガラス複層ガラ

ス： 
  30,000～40,000 
円/m2程度。 

（片側ガラスが 3mm
厚の場合） 

熱貫流率（値が小さ

いほど断熱性が高

く、冷暖房負荷が軽

減される） 
- 単板ガラス： 

6.0W/m2K 
- 複層ガラス： 

3.4W/ｍ2K 
※※ 

～ 
※※※ 

板硝子協会 
等

9 熱線吸収ガラ
スの採用 

・通常のガラス原料に、日射

の吸収特性に優れた鉄、ニ

ッケル、コバルト等の金属

を加えた熱線吸収ガラスを

採用する。 
・赤外線や可視光線、紫外線

等の透過を適度に抑え、冷

房負荷を軽減する。 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 
・窓の多い施設において、導

入することで効果が得られ

る。また、施設内の一部の

みに導入するのでなく、施

設全体で導入することで効

果が発揮される。 
 
 
 

○ ○    ● ● ● ● 

5,000～40,000 円/m2

程度（ガラス厚、性

能、色等により異な

る）。 

遮蔽係数（係数が小

さいほど冷房負荷が

軽減される） 
- 従来型ガラス 
（フロート板ガラ

ス）：0.95 
- 熱線吸収ガラス：

0.82～0.66 

※※ 

～ 
※※※ 

 

10 熱線反射ガラ
スの採用 

・板ガラスの表面に反射率の

高い金属酸化物の膜をコー

ティングした熱線反射ガラ

スを採用する。太陽熱を反

射し、冷房負荷を軽減する。 
・鏡面効果によって周囲の風

景を鮮やかに映し出す等、

建物の外装デザイン性も高

い。 
 
 
 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 
・窓の多い施設において、導

入することで効果が得られ

る。また、施設内の一部の

みに導入するのでなく、施

設全体で導入することで効

果が発揮される。 

○ ○    ● ● ● ● 

20,000～70,000円/m2

程度（ガラス厚、性

能、色等により異な

る）。 

遮蔽係数（係数が小

さいほど冷房負荷が

軽減される） 
- 従来型ガラス（フ
ロート板ガラス）：
0.95 

- 熱線吸収ガラス：
0.78～0.56 

※※ 

～ 
※※※ 

 

窓・ 
サッシ 

11 日射調整フィ
ルムの採用 

・透明性を保ちながら、光や

熱の選択的透過機能を発揮

し、熱線を遮蔽できる日射

調整フィルムを採用する。

冷房負荷を軽減する。 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 
・窓の多い施設において、導

入することで効果が得られ

る。また、施設内の一部の

みに導入するのでなく、施

設全体で導入することで効

果が発揮される。 
 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

標準施工時の材工込

み単価で約 9,000 円
～15,000 円/m2 程度

（ 50m 2 以上の場

合）。 

空調・窓面積等の条

件により異なるが、

東京の事務所ビルを

想定した場合、 
省エネ：熱線遮断タ

イプで約 19～25％、
断熱タイプで約 25～
35％程度の削減との
試算がある。 

※ 
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 
細分類 

対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル
コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等 コスト 効果 導入期 関係団体等 

12 自律応答型調
光ガラスの採

用 

・温度が上昇すると白濁する

高分子材料溶液を封入した

複層ガラスを採用する。 
・通常は透明だが、日射の入

射に伴い一定温度以上にな

ると溶液が白濁する。採光

性は保ちながら太陽熱を遮

蔽し、冷房負荷を軽減する。 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 

○     ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

 

13 断熱サッシの
採用 

・熱を遮断する特殊な構造を

もつ断熱サッシ（アルミ樹

脂複合サッシ、アルミ熱遮

断構造サッシ等）を採用す

る。 
・木製、プラスチック製等、

熱を伝えにくい材質による

断熱サッシもある。 

・開口部（窓やドア）の多い

施設において、複層ガラス

等と併せて導入することで

効果が得られる。また、施

設内の一部のみに導入する

のでなく、施設全体で導入

することで効果が発揮され

る。 

 ○    ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

日本サッシ協会 
等

14 開閉型窓の設
置（超高層ビ

ル等） 

・超高層ビル等の窓を二重窓

とし、外側の窓に外気の吹

込み口を設け、内側の窓を

開閉可能とすることで、外

気の出し入れを行う。 
・高層階での安全性を確保し

た上で、空調負荷を軽減で

きる。 

・超高層ビル等で現状で開閉

できない窓を利用している

ビルでの導入、あるいはビ

ルの新築・改築時における

導入が前提となる（窓の取

替えは高コストとなる）。 

 ○    ● ● ● ● 

－ － 

※※ 

～ 
※※※ 

板硝子協会、 
日本サッシ協会 

等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 

(2) 照明設備に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 Hf型照明器具
の採用 

・ランプ効率の高い高周波点灯

方式蛍光ランプ（Hf蛍光ラン
プ）と電子回路式安定器（イ

ンバータ）からなる Hf 型照
明器具を採用する。 
・照明用電力消費の削減ととも

に、発熱量の減少による冷房

負荷の軽減も可能となる。 

・従来型ラピッド式蛍光灯等

を使用している場合に代

替すると効果がある。 
・照明に求める役割（明るさ、

演色性等）、構造等も考慮し

て代替する必要がある。 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

・32W2灯：1～2万
円程度。 
・40W2灯：1～2万
円程度。 
・86W2灯：3～4万
円程度。 

省エネ：従来のラピ

ッド式器具に比べ

約 20～30%削減 
明るさ：10％向上 

※※ 

日本照明器具工業会、 
照明学会 

等

高効率

照明器

具 

2 HID ランプの
採用 

・ランプ 1灯あたりの光束（光
源全体の明るさ）が大きく、

発光効率に優れる HID ラン
プ（高輝度放電灯）を採用す

る。 
・高圧ナトリウムランプ、メタ

ルハライドランプ、高圧蛍光

水銀ランプ等がある。ランプ

効率（lm/W）は、蛍光ラン
プ 90 に対し、高圧蛍光水銀
ランプ 55、メタルハライドラ
ンプ 95、高圧ナトリウムラン
プ 132である。 

・従来型水銀ランプ等のスポ

ット照明の代替となる。 
・照明の設置場所、大きさ、

内装仕上げ（反射率）など

総合的な照明効率に考慮

する必要がある。 
○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

300～400W：1～2
万円程度（連続調光

機能付きのメタル

ハライドランプの

場合）。 

省エネ：店舗等のス

ポット照明用セラ

ミックメタルハラ

イドランプで従来

のビーム電球に比

べ約 80%削減 
※※ 

 

3 センサ付き照
明の採用 

・センサによって昼間の太陽光

や人の存在を感知し、必要な

時のみ自動点灯・自動消灯・

調光するセンサ付き照明を採

用する。 
・あらかじめセンサが付いてい

る照明のほか、20～30台程度
の照明を制御できる別置き形

センサもある。 

・広い同一空間を複数の部署

や人が共有するオフィス、

人通りの少ない廊下、パブ

リックスペース等で採用

することで効果を発揮す

る。 
・人感センサは、執務室や会

議室など人の動きの小さ

い場所には適さない。 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

・32W2灯：5～6万
円程度（昼光セン

サ、人感センサ付

照明）。 
・別置き形センサ：

2～3万円 

省エネ：昼光・人感

センサ付き Hf 照明
器具で、従来のラピ

ッド式器具と比べ

て約 50～60%削減 ※※ 

 

4 タイマーによ
る自動制御の

採用 

・あらかじめ設定された時刻・

時間帯ごとに、照明の状態を

自動制御する設備を採用す

る。 

・昼、夜、深夜等の各時間帯

や施設内ゾーンに合わせ

た光のコントロールが必

要な施設（24時間営業店舗
等）で効果的である。 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ 省エネ：従来のラピ

ッド式器具と比べ

て約 30%削減 ※※ 

 

自動制

御装置 

5 昼光利用照明
制御システム

の採用 
（ブラインド

の自動制御を

む） 

・外界の日射の状態に応じたブ

ラインドの羽根角度・昇降の

自動制御、窓近傍の照明制御

を一体的に行うシステムを採

用する。 
・照明用電力消費を削減できる

とともに、日射遮蔽及び照明

発熱の減少により、冷房負荷

も軽減する。 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 
・羽根角・昇降の制御を行う

自動制御ブラインド内臓の

窓の導入、屋上へのセンサ

ー機器設置等、一体的な制

御システムの導入が前提と

なる。 

     ●  ● ● 

－ － 

※※※ 

 

資－8～9 



 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト 効果 導入期 関係団体等 

6 小区画での配
線系統整理 

・大規模な空間でも、照明を小

さな区画で点灯・消灯できる

ような配線系統とする。 
・昼休み、残業、休日出勤等の

必要に応じて、きめこまかな

点灯・消灯が可能となる。 

・広い同一空間を複数の部署

や人が共有するオフィス、

教室等において効果的であ

る。 ○ ○    ●  ● ● 

－ － 

※※ 

日本電設工業協会 
等

その他 

7 光ファイバー
等を用いた太

陽光伝送シス

テムの採用 

・光ファイバーを用いて室内に

太陽光（自然光）を伝送する

システムを採用する。 
・現段階では、光ファイバーの

コストの高さ、光の距離減衰

の問題等の課題がある。 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 
・採光装置と太陽光を利用す

る場所の距離が離れすぎな

いことが前提となる。 

    ● ● ●  ● 

－ － 

※※※ 

太陽光採光システム協

議会 
等

 

資－10～11 



 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(3) 空調設備に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 熱源機器の最
適容量の選定 

・熱源機器容量決定の際に過大

容量とならないよう最適な容

量のものを選ぶ。 
・一般に、冷凍機等は運転期間

中 100％の負荷がかかること
がほとんどない。 

 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※ 

省エネルギーセンター、

ESCO推進協議会 
等

2 熱源機器の台
数制御の採用 

・部分負荷時に高効率で運転す

るため、最大負荷を多数台の

熱源機器で分割負担し、台数

制御運転を行う。これにより、

各機を比較的高効率で運転す

ることができる。 
・台数の自動制御装置がある。 

・複数の熱源機器を並列運転

し、相当量の負荷変化があ

る場合に効果が期待でき

る。 ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ 省エネ：複数台を並

列運転し、相当量の

負荷変化がある場

合に大きな効果が

期待できる。 
※ 

省エネルギーセンター、

ESCO推進協議会 
等

3 熱回収システ
ムの採用 

・冷房を行う際に排出される排

熱、各種燃焼装置、乾燥装置

等からの排ガス、温水、蒸気

の熱などを回収してヒートポ

ンプ等の熱源として利用する

熱回収システムを採用する。 

・施設内あるいは施設近辺に

排熱、排ガス、温水、蒸気

等の熱が存在することが前

提となる。 
○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ 低ランニングコス

ト：熱量当りエネル

ギ ー コ ス ト ( 円
/kW(860kcal)) が 、
LPG10.3、都市ガス
4.9、石油 4.9に対し、
2.3 と安い。(水冷式
排熱回収型ヒート

ポンプの場合) 

※※※ 

日本ガス協会、 
日本産業機械工業会 

等

4 外気冷房シス
テムの採用 

・外気の温度や湿度が室内より

低い場合に外気を積極的に室

内に導入して冷房に利用する

システムを採用する。 

・施設内で内部発熱が多く、

しかも冬季に冷房負荷が

生じる場合に導入できる。 
・外気冷房、熱回収のいずれ

も可能な場合は、システム

評価等により最適技術を選

択する必要がある。 

○ ○   ● ● ● ● ● 

数百万～数千万円

程度（施設規模によ

る）。 

省エネ：空調熱エネ

ルギーを約 10～20%
削減 

※※※ 

日本冷凍空調工業会 
等

熱源 

5 全熱交換器の
採用 

・換気の際に屋外に排出される

熱を回収して利用すること

のできる全熱交換器を採用

する。 
・熱回収システムの一つであ

る。換気に伴う空調負荷を軽

減できる。 
 
 
 
 
 

・快適な室内環境維持のため

換気と適正温度の確保が求

められる施設に適する。 
・条件によっては、投資回収

が長期にわたる試算例もあ

るため、効果を確認した上

での採用が必要である。 
○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

小型店舗・飲食店用

の全熱交換型換気

機器で、1台約 10～
20 万円程度のもの
もある。 

200m2店舗で 1 台導
入の場合、 
低ランニングコス

ト：年間数万円程度

の節約効果 
投資回収：約 3年 
との試算がある。 

※※※ 

日本冷凍空調工業会 
等

資－12～13 



 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト 効果 導入期 関係団体等 

6 高効率ヒート
ポンプの採用 

・従来機との比較で COP1.3倍
（最大出力時）以上のヒート

ポンプ機を採用する（現状で

は、COP4.8 程度のものもあ
る）。 
・消費電力を抑え、契約電力の

低減が可能となる。 
・小規模～大規模までの施設で

適用可能である。 

・空調需要があることが前提

となる。 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

ファミリーレスト

ラン空調用冷房能

力 56kWを想定した
場合、500～550万円
程度。 

ファミリーレスト

ラン空調用冷房能

力 56kWを想定、従
来型ヒートポンプ

と比較した場合、 
省エネ：約 25%削減 
投資回収：2～3年 
との試算がある。 
低ランニングコス

ト：高効率ヒートポ

ンプ給湯機と夜間

電力の組合せで都

市ガスの 6分の 1 

※※※ 

ヒートポンプ・蓄熱セン

ター 
等

7 ガスヒートポ
ンプの採用 

・ガスエンジンによりコンプレ

ッサーを駆動し、冷暖房を行

うガスヒートポンプを採用す

る。 
・電気ヒートポンプ式との違い

は、コンプレッサー駆動源と

して、モーターの代わりにガ

スエンジンを使用する点で

あり、消費電力が小さいた

め、契約電力の低減が可能と

なる。 

・都市ガス等が利用できるこ

とが前提となる。 

○ ○  ● ● ● ● ● ● 

・室外機は冷房能力

14～56 kW で 100
～500万円程度。 
・室内機は、能力規

模・構造により数

万～数百万円ま

で幅がある。 

従来の電気式ヒー

トポンプと比較し

た場合、省エネ：消

費電力 10 分の 1 に
削減。 
低ランニングコス

ト：約 30%節約 
との試算がある。 

※※※ 

日本ガス協会 
等

8 ガス吸収式空
調システムの

採用 

・冷媒に水を使用し、ガスを用

いて冷房を行うガス吸収式

空調システムを採用する。 
・冷媒にフロンを使わず、冷暖

房の両需要に対応できるほ

か、都市ガスを用いるため契

約電力の低減が可能となる。 

・空調需要があることが前提

となる。 
・都市ガス等が利用できるこ

とが前提となる。 
・ 建 物 延 べ 床 面 積 が 約

10,000m2以上で、既築物件

の場合、元のシステムがセ

ントラル空調であること

が前提となる。 

○ ○   ● ● ● ● ● 

500kW で 2500～
3000万円程度（熱源
機）。 

－ 

※※※ 

日本ガス協会 
等

9 二重効用式冷
凍機の採用 

・冷凍機における加熱源の温度

が高い場合に、その熱エネル

ギーを二段階で利用する二重

効用式冷凍機を採用する。 
・従来の単効用の吸収式冷凍機

に比べ、成績係数が優れ、高

効率となる。 

・0.8Mpa程度以上の高圧蒸気
や、180℃程度以上の高温
水、燃料の燃焼ガス等、加

熱源の温度が高い場合に利

用できる。 
○ ○  ● ● ● ● ● ● 

500kW で 2000～
2500万円程度（熱源
機）。 

効率：吸収式単効用

冷凍機の成績係数

0.7程度に比べ 1.3程
度と高効率。 ※※※ 

日本冷凍空調工業会、 
日本冷却塔工業会 

等

 

資－14～15 



 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト 効果 導入期 関係団体等 

10 高効率ガス吸
収式冷温水器

の採用（ガス

吸収式冷温水

器は、ガス吸

収式空調シス

テムの熱源

機） 

・吸収サイクルの二段化、吸収

式蒸発器の高性能化により、

従来のガス吸収式空調シス

テムの熱源機に比べさらに

高効率化した高効率ガス吸

収式冷温水器を採用する。 
・大温度差方式、VWV（変流
量）方式との組み合わせによ

りさらに高効率化が可能と

なる。 
 
 

・都市ガス等が利用できるこ

とが前提となる。 
・ 建 物 延 べ 床 面 積 が 約

10,000m2以上で、既築物件

の場合、元のシステムがセ

ントラル空調であること

が前提となる。 
○ ○   ● ● ● ● ● 

500kW で 3000～
3600万円程度（熱源
機）。 

省エネ：従来型のガ

ス吸収式冷温水器

に比べ、約 20%以上
の削減  (冷房定格
時) 

※※※ 

日本ガス協会 
等

11 ターボ（遠心
式）冷凍機の

採用 

・成績係数の高いターボエンジ

ンを用いた冷凍機を採用す

る。 
・吸収式冷凍機に比べ、起動性、

冷房効率等が優れ、大規模空

調設備の熱源機器にも適す

る。 

・夜間・休日の停止、部分的

な運転など、きめ細かな運

用が必要な施設で導入す

ると効果が期待できる。 
・吸収式冷凍機に比べ、電気

使用量が多い、運転コスト

が高い、騒音・振動が大き

い等の特徴もあり、導入に

際して留意する必要があ

る。 
 
 

○ ○   ● ● ● ● ● 

500kW で数千万円
程度。 

効率：吸収式単効用

の成績係数 0.7 と比
べ 3.5～5.5程度と高
効率。 

※※※ 

日本冷凍空調学会 
等

12 空冷コンデン
サーへの水噴

霧 

・冷房運転中の空冷凝縮器（室

外機）への水噴射を行うこと

により、水の蒸発潜熱を利用

し、冷凍サイクルの凝縮圧力

を下げ、圧縮用の電力消費を

低減できる。 
 
 

・冷房運転時の対策である。 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

1HP 当り 1～1.5 万
円。 

省エネ：水噴霧しな

い場合に比べ、使用

電力を約 20%程度削
減。 

※ 

日本冷凍空調学会、 
空気調和・衛生工学会 

等

13 蒸気バルブの
保温 

・蒸気バルブの裸弁から放熱さ

れる熱量を断熱材により保温

することで、放熱を防ぐ。 
 
 

 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

4インチ弁 1個当り
の施工費 2～3万円。 

－ 

※ 

日本バルブ工業会 
等

 

資－16～17 



 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト 効果 導入期 関係団体等 

 14 冷凍機等の圧
縮機デマンド

コントロール

の採用 

・冷凍機等の構成要素である圧

縮機を 30分に 1～2回停止状
態にすることで、圧縮用の電

力消費を低減できる。 

・圧縮機を使用する空調機や

冷凍機・冷蔵庫等を使用し

ていることが前提となる。 
○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

1台約 10万円程度。 低ランニングコス
ト：デマンドコント

ロールの機械を設

置することで圧縮

機電気代の 10～30%
程度削減。 

※ 

電気保安協会 
等

15 搬送用動力機
器の最適容量

の選定 

・搬送用動力機器容量決定の際

に過大容量とならないよう最

適な容量のものを選ぶ。 
 
 

 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※ 

省エネルギーセンター 
等

16 搬送用動力機
器の台数制御

の採用 

・部分負荷時に高効率で運転す

るため、最大負荷を多数台の

搬送用動力機器（ポンプ、フ

ァン等）で分割負担し、台数

制御運転を行う。これにより、

各機を比較的高効率で運転す

ることができる。 
 

・複数の熱源機器を並列運転

し、相当量の負荷変化があ

る場合に効果が期待でき

る。 
○ ○   ● ● ● ● ● 

－ 省エネ：複数台を並

列運転し、相当量の

負荷変化がある場

合に大きな効果が

期待できる。 
※ 

省エネルギーセンター 
等

17 インバータの
採用 

・負荷の変動が予想される動力

機器において、回転数制御が

可能なインバータを採用す

る。 
・流量は回転数に比例し、圧力

は回転数の 2乗に比例し、動
力は回転数の 3乗に比例する
ため、回転数制御を行うこと

で余分な消費動力等を大幅

に軽減できる。 
 

・負荷変動が予想される動力

機器（ポンプ、ファン、コ

ンプレッサー等）を使用し

ていることが前提となる。 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

kW当り5～6万円程
度。 

省エネ：数十%程度
削減。 
（15kW2 台のポン
プに取り付け、電流

値で約 36%削減、投
資回収 1.5 年との工
場実績値がある。） 

※ 

日本産業機械工業会 
等

18 Hzfree ポンプ
の採用 

・設計余裕、標準品採用による

ポンプの余剰能力を手動周

波数変更により適正値とす

る為、マニュアルインバータ

搭載の Hzfree ポンプを採用
する。 
・吐出弁を全開とし、流量を適

正化することにより、ポンプ

の消費電力を軽減できる。 
 

・需要に対して余剰能力を有

するポンプを使用してい

る場合に代替すると効果

がある。 

○ ○   ● ● ● ● ● 

kW当り 6～12万円
程度。 

省エネ：設計余裕の

あるポンプに比べ、

約 35%程度削減。 

※※ 

日本産業機械工業会 
等

搬送・

換気 

19 Hzfree コント
ローラの採用 

・設計余裕、標準品採用による

ポンプの余剰能力を手動周

波数変更により、適正値とす

る為、既設ポンプに Hzfree
コントローラを設置する。 
・吐出弁を全開とし、流量を適

正化することによりポンプ

の消費電力を軽減できる。 
 

・需要に対して余剰能力を有

するポンプを使用してい

る場合に代替すると効果

がある。 
○ ○   ● ● ● ● ● 

kW当り4～5万円程
度。 

省エネ：設計余裕の

あるポンプのみの

使用に比べ、約 35%
程度削減。 
投資回収年：2～4年
程度。 

※ 

日本産業機械工業会 
等

資－18～19 



 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト 効果 導入期 関係団体等 

20 省エネ Vベル
トの採用 

・省エネ V ベルトは、小さな
力でベルトを曲げることが

でき、曲げ応力による損失を

小さくするため、空調機の V
ベルトに省エネ V ベルトを
採用する。 

 
 

・空調機等で標準 Vベルトを
使用している場合に代替す

ると効果がある。 

○ ○   ● ● ● ● ● 

1 台当り 2～4 万円
程度（材工）。 

省エネ：空調機の V
ベルトを省エネVベ
ルトに代替した場

合、約 3～6%程度の
電力を削減。 

※ 

 

21 VAV（変風量）
方式の採用 

・従来は、空調の負荷変動に対

して送風量を一定とし、給気

温度の変更で対応していた

が、温度を一定にして送風量

を変える VAV 方式を採用す
ることで、搬送用動力を低減

する。 
 
 

・空調の送風用動力が大きい

施設であることが前提とな

る。 

○ ○   ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

日本ガス協会 
等

22 VWV（変流
量）方式の採

用 

・従来は、空調の負荷変動に対

して冷却水流量を一定とし、

冷水温度の変更で対応して

いたが、温度を一定にして流

量を変える VWV方式を採用
することで、搬送用動力を低

減する。 
 

・空調の送水用動力が大きい

施設であることが前提とな

る。 

○ ○   ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

日本ガス協会 
等

23 大温度差方式
の採用 

・室内と送風（あるいは送水）

温度の温度差を拡大する（大

温度差をとれる）熱源機、熱

交換器等の採用により、送風

（送水）量を減少させ、搬送

用動力を低減する。 
・熱源機器、搬送用動力機器の

設備容量の縮小化を図るこ

ともできる。 

・空調の送風用動力あるいは

送水用動力が大きい施設で

あることが前提となる。 
・既築物件の場合、元のシス

テムがセントラル空調であ

ること、且つ室内機（ファ

ンコイルユニット）が取替

可能なこと（温度レベルが

異なるため仕様の変更が必

要となる場合が多い）が前

提となる。 
 

○ ○   ● ● ● ● ● 

送風（あるいは送

水）量が減るため、

ポンプやファンの

小容量化が可能と

なり、設備費を 10
～15%削減可能。 

省エネ：在来温度差

システム（ガス吸収

式）に比べ、システ

ム全体の一次エネ

ルギー消費量を約

10%削減。 
※※※ 

日本ガス協会 
等

24 デシカント空
調システムの

採用 

・吸湿剤を使って空気を除湿し

た後、熱交換により顕熱冷却

を行うデシカント空調システ

ムを採用する。 
・空気中の湿分を冷却前に除去

するため、機器容量を低減で

きる。また、顕熱（温度）制

御のみによる従来型空調と異

なり、潜熱（湿度）を利用す

ることで、乾燥した新鮮な空

気を供給できる。 

・湿度管理や除菌等が求めら

れる施設であることが前

提となる。 

○ ○  ● ● ● ● ● ● 

－ ガスヒートポンプ

との組合せで従来

の電気ヒートポン

プと比較した場合、 
省エネ：一次エネル

ギー消費量で約 25%
削減。 
低ランニングコス

ト：約 310万円／年
の削減。 

※※※ 

日本ガス協会 
等

 

資－20～21 



 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト 効果 導入期 関係団体等 

 

     

25 リキッドデシ
カントシステ

ムの採用 

・湿度吸収力の大きい塩化リチ

ウム溶液を吸湿材に利用する

リキッドデシカントシステム

を採用する。従来型の冷却除

湿や固体のデシカントに比べ

高効率で、空気の殺菌効果も

ある。 
・室内据置きの小型から大型ま

で導入可能である。小型のも

のは工事が不要である。 
・現時点では、開発・実証段階

にある。 

・湿度管理や除菌等が求めら

れる施設であることが前提

となる。 

○ ● ● ● 

－ － 

※※※ 

 

 

資－22～23 



 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

(4) 冷凍・冷蔵設備に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 省エネ型ショ
ーケースの採

用 

・ショーケース用冷凍機の負荷

を周期的に一定期間停止さ

せ、電力消費を低減するタイ

ムスケジュール制御機能、夜

間にケース内温度を低下させ

すぎないコントロール機能等

を標準搭載した省エネ型ショ

ーケースを採用する。 
・冷気の無駄な放出を抑える開

閉式のショーケースを採用す

る。 

 

○ ○ ● ● ●     

－ 省エネ：夜間にケー

ス内温度を低下さ

せすぎないコント

ロール機能（ナイト

セットバック）で、

機能がない場合に

比べ、約 25%削減。 
※※ 

日本冷凍空調工業会 
等

2 ショーケース
照明へのイン

バータの採用 

・ショーケース照明にインバー

タを取り付ける。 
・総合効率向上による照明用電

力消費の削減とともに、発熱

量の減少による冷却負荷の軽

減も可能となる。 

 

○ ○ ● ● ●     

－ 省エネ：従来型の蛍

光灯に比べ蛍光灯

容量を35%程度削減
可能。 
低ランニングコス

ト：従来型の蛍光灯

に比べ30～36%程度
の削減。 

※ 

日本冷凍空調工業会 
等

3 冷凍・冷蔵コ
ンプレッサー

のマルチ化、

マイコン化の

採用 

・冷凍・冷蔵負荷に応じて、熱

源機器の台数制御・容量制御

を行う冷凍・冷蔵コンプレッ

サーのマルチ化・マイコン化

を採用する。 
・各熱源機器を比較的高効率で

運転することができる。 

・複数の冷凍・冷蔵用熱源機

器を運転し、負荷変化があ

る場合に効果が期待でき

る。 ○ ○ ● ● ●     

シングル冷凍機に

比べ、約 30%高い。 
省エネ：シングル冷

凍機に比べ、マルチ

化により約25～30%
削減。 ※※ 

日本冷凍空調工業会 
等

ショー

ケース 

4 空調・ショー
ケース一体型

機器の採用 

・空調や複数の冷蔵・冷凍用シ

ョーケース等の熱源を 1台に
まとめ、同時に制御できる空

調・ショーケース一体型機器

を採用する。 
・インバータ制御、二段圧縮技

術等が組み合わせられてお

り、最適能力制御が可能とな

る。 

・複数の冷凍・冷蔵用、空調

用の熱源機器を運転して

いることが前提となる。 
・小規模施設に適している。 

○ ○ ● ● ●     

コンビニエンスス

トアを想定した場

合、約 650～700 万
円程度（工事費含

む）。施設規模によ

り異なる。 

コンビニエンスス

トアを想定した場

合、一体型機器でな

い従来機器に比べ、 
省エネ：電力消費を

夏季約 35%、冬季約
50%削減。 
投資回収：4～5年程
度。 

※※※ 

日本冷凍空調工業会 
等

その他 5 デシカントシ
ステムの採用 

・吸湿剤を使って空気を除湿し

た後、熱交換により顕熱冷却

を行うデシカントシステムを

採用する。 
・空気中の湿分を冷却前に除去

するため、機器容量を低減で

きる。また、冷凍食品、アイ

スクリーム等への霜付き・氷

結が減少する。 

・湿度管理や除菌等が求めら

れる施設であることが前提

となる。 

○    ●  ● ● ● 

4,500m3／時の空気

を処理する規模で、

約 1,000万円程度。 

省エネ：ショーケー

ス 用 冷 凍 機 で 約

10%、空調用冷凍機
で約 25%削減。 

※※※ 

日本冷凍空調学会、 
日本ガス協会 

等

 

資－24～25 



 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(5) 給湯設備に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル
コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等 コスト    効果 導入期 関係団体等

1 潜熱回収ボイ
ラーの採用 

・ボイラー排気中の水分から潜

熱を回収し、ボイラー取り入

れ外気の予熱として利用する

ことのできる潜熱回収ボイラ

ーを採用する。 
・ボイラー用燃料消費を削減で

きる。 

・20～30年前の効率の低い旧
式ボイラーを使用している

場合等に代替すると大きな

効果が得られる。 ○ ○    ● ● ●  

－ 効率：20年程度以前
の旧式ボイラーの効

率（約 80%程度）に
比べ、15%程度向上 ※※ 

日本ボイラ協会 
等

2 CO2 冷媒ヒー

トポンプ給湯

器の採用 

・CO2をヒートポンプの冷媒と

して活用し、大気から熱を回

収してお湯を沸かす CO2 冷

媒ヒートポンプ給湯器を採

用する。 
・従来型の燃焼系給湯器と比べ

て高効率である。 
・小規模から大規模まで適用可

能である。 

・給湯需要があることが前提

となる。 

○ ○  ● ●  ● ●  

・業務用は約 400万
円程度。 
・家庭用連結タイプ

は約 100 万円程
度。 

ガス瞬間給湯器と比

較した場合、 
省エネ：業務用、家

庭用連結タイプとも

にエネルギー消費を

約 75%程度削減。 
投資回収：家庭用連

結タイプ 2年程度、
業務用 3～4年程度。 

※※※ 

ヒートポンプ・蓄熱セン

ター、 
電気事業連合会 

等

 

3 給湯器へのエ
コノマイザー

の採用 

・エコノマイザーを取り付ける

ことにより、ボイラーの排気

から排熱を回収し、ボイラー

給水の予熱用に利用する。 
・ボイラー更新時には、エコノ

マイザー付きボイラーを選

択する。 

・20～30年前の効率の低い旧
式ボイラーを使用している

場合等に取り付けると大き

な効果が得られる。 ○ ○     ● ●  

－ 省エネ：約 10%程度
の削減。（ドレン回

収 80%の場合） 
※ 

日本ボイラ協会 
等

 
。 
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(6) 厨房設備に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 高効率タイプ
新バーナーの

採用 

・熱効率、清掃性、操作性の向

上、輻射熱の低減等を図った

高効率タイプ新バーナーを

採用する。 
・炎が周辺に逃げず、ガスの無

駄な使用が低減できる。 

・テーブルレンジ用、中華レ

ンジ用等、様々なタイプが

あり、厨房の特性を考慮し

て選択する必要がある。 ○ ○  ● ●  ● ●  

従来型ガスバーナ

ーの 1～2割増程度。 
効率：40cm径ナベ使
用の場合、熱効率が

従来型バーナーに比

べ約 14%程度向上す
る例がある。タイプ

により異なる。 

※※ 

日本ガス協会、 
日本厨房工業会 

等

調理設

備 

2 ガススチーム
コンべクショ

ンオーブンの

採用 

・スチーム調理機能とコンベク

ションオーブン機能を組合せ

たガススチームコンベクショ

ンオーブンを採用する。 
・従来のガスコンロと異なり、

オーブン庫内の閉鎖的環境

で調理するため、高効率であ

る。 

・学校、病院、食堂、宴会場、

仕出し料理店等、大量の料

理を短時間に提供する施設

に適している。 
・ホテル・旅館で 50食/回以
上、病院で 30食/回以上、
学校で 100 食/回程度の料
理を作る場合に入る可能

性が高い。 

○ ○   ●  ● ● ● 

従来型ガスレンジ

の 3倍程度。 
低ランニングコス

ト：電気式に比べ 5
分の 3程度。 
（コンビモードで

250℃安定後 10分間
使用時の試算） 

※※ 

日本ガス協会、 
日本厨房工業会 

等

換気設

備 
3 局所換気方式
等、省エネ型

の厨房換気設

備の採用 

・空気の汚れた部分のみを局所

的に換気する局所換気方式設

備等、省エネ型の厨房換気設

備を採用する。 
・従来型の集中換気方式に比

べ、空調負荷を低減できる。 
・小規模から大規模まで適用可

能である。 

・換気の需要があることが前

提となる。 
・排気フード等の換気設備が

建築物躯体の一部となって

おり、躯体工事を伴う導入

となる場合がある。 

○ ○  ● ●  ● ●  

規模・仕様による

が、数十万円程度。 
効果：従来型のフー

ドタイプと比べ、排

気量を 20～30%程度
削減。 

※※※ 

空気調和・衛生工学会 
等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(7) 受変電・配電盤設備に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル
コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等 コスト    効果 導入期 関係団体等

1 適正容量の変
圧器の採用 

・変圧器設備容量が大きくな

ると、電力損失が増加する。

また、負荷に対して過大な

変圧器設備容量の選定は、

効率の低下を招くことか

ら、適正容量の変圧器を採

用する。 

 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※ 

電気保安協会、 
アモルファス変圧器普及

センター 
等

2 低損失型変圧
器の採用 

・従来の変圧器より損失を大

幅に低減し、高効率運転を

行うことのできる低損失型

変圧器を採用する。 
・電圧を印加し鉄心を励磁す

ることによる無負荷損（鉄

損）、負荷電流がコイルに流

れることによる負荷損（銅

損）を低減する。 

 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

従来の変圧器と比

べ 1.5～2.0倍。 
省エネ：25年前製造
の 1,000kVA 変圧器
（負荷率 60%）と比
べ、無負荷損が約

10%、全損失が約
40%に低減。 

※※ 

アモルファス変圧器普及

センター 
等

変圧器 

3 超高効率変圧
器の採用 

・鉄芯にアモルファス合金を

用いた超高効率変圧器を採

用する。 
・現行の低損失型変圧器のス

ペース・取扱いを変更する

ことなく、さらに損失を低

減する。 

 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

安価なケイ素鋼板

変圧器（標準低損失

型）と比べ、1.5～3
倍程度。条件により

異なる。 

省エネ：平均負荷率

50%として、30kVA
のケイ素鋼変圧器

の生涯消費電力量

と比べた場合、約

6.5MWhの削減。 
投資回収：3～6年程
度。 

※※ 

アモルファス変圧器普及

センター 
等

力率の

改善 
4 力率改善コン
デンサの採用

（容量適正

化） 

・交流電力には有効電力と無

効電力とがあり、誘導発動

機、変圧器、誘導炉等は遅

れ無効電力が多いため力率

（電気使用効率）が悪くな

る。そのため、進み無効電

力の進相コンデンサを負荷

と並列に接続し、遅れ無効

電力を打ち消すことにより

力率の改善を図る。 

 

○ ○   ● ● ● ● ● 

力率改善コンデサ

ー本体は 500～1000
万円程度（工事費は

別）。 

省エネ：コンデンサ

により 80%力率を
95%に改善した場
合、損失を 29%削減
したことになる。 

※※ 

省エネルギーセンター 
等

自動電

圧調整

装置 

5 自動電圧調整
装置の採用 

・電気の需要先において、電

圧を適正にコントロールす

る自動電圧調整装置を採用

する。 
・過剰電圧の場合、供給量を

低く調整して無駄な電力を

削減する。また、電圧が低

く供給されている場合は高

めに調整されるが、平均的

には省エネとなる。 

・動力用の三相 3 線式の電力
回路には適用できず、基本

的に照明用等の単相 3 線式
の電力回路に対して導入さ

れる。照明用でも、既に Hf
インバータ蛍光灯等の高効

率照明器具が導入されてい

る建物では、あまり省電力

効果は得られない。 

○ ○ ●  ● ● ● ● ● 

約 1万円/kVA。工事
費含む（10～20kVA
の場合は若干高く

なる）。 

省エネ：約 7～10%
程度の削減。 
投資回収：約 2～3
年程度。 

※ 
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル
コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等 コスト 効果 導入期 関係団体等 

その他 6 デマンドコン
トロールシス

テムの採用 

・短時間の遮断が可能な負荷

設備（空調設備等）を制御

対象として、自動的に運

転・休止させることで最大

電力のピークを抑え、通年

での契約電力、電力消費を

低減する。 

・コンピュータや照明装置等、

短時間でも電源を落とすこ

とが困難な電力需要は、制御

対象とならない。制御対象と

なりうる空調用、冷凍用、コ

ンプレッサ用等の需要が大

きい場合に、より効果的であ

る。 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

デマンドコントロ

ーラ本体は 40 万円
程度（工事費は別）。 

省エネ：空調機の電

機使用量を約 15～
25%程度削減。 

※ 

電気保安協会 
等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(8) コージェネレーションに関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校

等 コスト    効果 導入期 関係団体等

1 ガスコージェ
ネレーション

の採用 

・原動機にガスエンジンを用い

るコージェネレーションを採

用する。 
・電力供給と冷暖房・給湯等を

同時に行うことができ、総合

効率が高められる。 

・熱需要があり、排熱の利用

が見込める施設であるこ

とが前提となる。 
・都市ガス等が利用できるこ

とが前提となる。 

○ ○ ● ● ●  ● ●  

約 30 万円/kW 程度
（ 民 生 用 ビ ル の

1999 年度平均実績
値）。 

効率：発電効率約 28
～42%、総合効率 65
～80%（LHV）。 

※※※ 

日本コージェネレーショ

ンセンター、 
日本ガス協会 

等

2 マイクロガス
タービンコー

ジェネレーシ

ョンの採用 

・原動機にマイクロガスタービ

ンを用いるコージェネレネー

ションを採用する。 
・電力供給と冷暖房・給湯等を

同時に行うことができ、総合

効率が高められる。特に、高

温・高圧の熱需要に適してい

る。 

・熱需要があり、排熱の利用

が見込める施設であること

が前提となる。 
・都市ガス等が利用できるこ

とが前提となる。 
・スーパーでは特に食品売り

場のデシカント（除湿）空

調との組合せが有効であ

る。 

○ ○   ●  ● ●  

約 30～40 万円/kW
程度。 

効率：発電効率約 25
～30%（LHV）。 
投資回収：約 5～6
年程度。比較対象、

前提条件等により異

なる。 
※※※ 

日本コージェネレーショ

ンセンター、 
日本ガス協会 

等

 

3 燃料電池コー
ジェネレーシ

ョンの採用 

・燃料電池を用いるコージェネ

レーションを採用する。 
・電力供給と冷暖房・給湯等を

同時に行うことができ、総合

効率が高められる。特に、発

電効率の高さ、環境負荷低減

効果、燃料の多様性等の特徴

がある。 

・熱需要があり、排熱の利用

が見込める施設であるこ

とが前提となる。 
・現状では、りん酸形燃料電

池が商用化段階、固体高分

子形燃料電池が実証段階

に あ る 。 り ん 酸 形 は

100kW、200kWタイプがあ
るが、現状の高コストの低

減化が課題となっている。 

○    ●  ● ●  

・りん酸形燃料電池

は約 40～60 万円
/kW。 
・固体高分子形燃料

電池は、改質器、

補機等も含めたコ

スト 50～60 万円
/kWが開発目標。 

効率： 発電効率 35
～40%、総合効率 70
～80%（HHV）。 
省エネ：家庭用燃料

電池と給湯器+火力
発電による商用電力

とを比較した場合、

約 20%程度削減。比
較対象、前提条件等

により異なる。 

※※※ 

日本コージェネレーショ

ンセンター、 
日本ガス協会 

等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(9) 代替エネルギー利用に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 太陽エネルギ
ー利用設備の

採用 

①太陽光発電：太陽電池を屋根

上等に設置して電力を供給

する太陽光発電設備を採用

する。商用電力の代替として

活用できる。 
②太陽熱利用：太陽熱を収集す

るコレクタを屋根上に設置

して温水を供給する太陽熱

利用設備を採用する。ガス等

の代替として活用できる。集

熱器と貯湯部分が分離して

いるソーラーシステム、一体

化している太陽熱温水器の

2種類ある。 
 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 
・太陽熱利用の場合は、熱需

要があることが前提とな

る。 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

①太陽光発電設備は

50～80万円/kW程
度。 

②太陽熱利用設備 
省エネ：条件によ

り異なるが、ソー

ラーシステム（シ

ステム効率 40%、
集熱面積 6m2）の

場合、灯油にして

約 440L/年分の削
減、との試算があ

る。 

※※ 

太陽光発電協会、 
ソーラーシステム振興協

会 
等

2 風力発電設備
の採用 

・風力エネルギーを利用して電

力を供給する風力発電設備

を採用する。商用電力の代替

として活用できる。 
・0.5kW～100kW程度の小～中
型風力発電設備が開発・商品

化されている。 

・建物が年間平均風速 2m/秒
程度以上の場所に立地し

ている場合に効果が期待

できる。 
○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

・40kW規模で 2,500
万円程度（本体の

み、風速 2m/秒で
発電可能）。 
・1.8kW規模で 20～

30万円程度（本体
のみ、風速 2m/秒
で発電可能）。 

 

－ 

※※ 

日本風力発電協会 
等

3 地中熱利用ヒ
ートポンプの

採用 

・地中熱の温度差を利用し、冷

暖房・給湯を行うヒートポン

プを採用する。ガス、灯油等

の代替として活用できる。 

・地中熱を利用できる場所に

立地していることが前提と

なる。地温が 10～15℃程度
で安定していることで、冷

暖房いずれにも利用可能と

なる。 
・冷暖房・給湯・給冷水等の

熱需要があることが前提

となる。 
 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

日本の場合、掘削費

（工事費）が、コス

ト縮減しても10,000
～15,000 円/m 程度
かかる。 

省エネ：北海道での

冷暖房・給湯用等の

使用で、従来式灯油

温水ボイラーと比べ

た場合、冬季暖房・

給湯用消費の約 65%
程度を削減した事例

がある。 

※※※ 

地中熱利用促進懇話会 
等

 

4 バイオマス資
源を活用した

メタン発酵シ

ステムの採用 

・生ごみ、畜糞等のバイオマス

資源をメタン発酵させ、メタ

ンガスを原燃料として熱電

供給を行うメタン発酵シス

テムを採用する。 
・実証実験等の事例があるが、

さらなる技術開発が課題と

なっている。 

・バイオマス資源の量及び質

（性状・成分等）が安定し

ていること、かつ同じ性状

のバイオガス資源が複数施

設から低コストで効率よく

分別収集できる技術・シス

テムの導入が前提となる。 
・熱・電気の利用が可能であ

ることも前提となる。 
・発生する残渣の処理、高度

排水処理、悪臭への対処等

の措置が求められる。 

○  ● ● ●  ● ● ● 

－ － 

※※※ 
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト 効果 導入期 関係団体等 

 

  

5 灯油・重油へ
のバイオマス

燃料の混合 

・バイオマス起源の燃料（エタ

ノール等）を灯油や重油に混

合して利用する。 

・地域において、混合用バイ

オエタノールの供給・貯蔵

設備等、供給体制が整備さ

れることが前提となる。 
・バーナー等の一部部品の交

換や改造が必要となる。 

○ ○ ● ● ● ● ● 

ブラジルからの燃

料用バイオエタノ

ール輸入の港受け

入れ価格が 30 円/L
程度（灯油の製油所

出荷価格とほぼ同

程度）。 

低 CO2：灯油に 20%
混合する場合、灯

油・重油減少分に相

当する 12%のCO2排

出の削減。 
※ 
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
 
(10) 節水に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 節水コマの採
用 

・水道に取り付ける節水コマを

採用する。 
・水使用削減により、間接的に

上水・下水の処理・搬送に伴

うエネルギー消費を低減で

きる。 

 

 ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※ 

日本下水道協会 
等

2 トイレの擬音
装置の採用 

・フラッシュバルブの流水音を

流す擬音装置を採用する。消

音効果と水の無駄遣いの抑制

効果により、間接的に上水・

下水の処理・搬送に伴うエネ

ルギー消費を低減できる。 

 

 ○ ● ● ● ● ● ● ● 

1,500 人規模のオフ
ィスビルで 1,800 万
円程度。 

節水：1 回洗浄を減
らすことにより約

5Lの水使用量削減。 
※ 

日本トイレ協会 
等

3 食器洗浄乾燥
機器の採用 

・食器をまとめて自動的に洗

浄・乾燥できる食器洗浄乾

燥機器を採用する。 
・水使用削減により、間接的に

上水・下水の処理・搬送や給

湯に伴うエネルギー消費を

低減できる。 

 

○ ○  ●   ● ●  

仕様によるが、約 80
万～110万円程度。 

－ 

※ 

日本食品洗浄剤衛生協会 
等

4 雨水・中水利
用システムの

採用 

・雨水、雑排水を処理し、トイ

レ用水、冷却塔補給水等とし

て再利用する雨水・中水利用

システムを採用する。 
・水使用削減により、間接的に

上水の処理・搬送に伴うエネ

ルギー消費を低減できる。 

・雨水や雑排水等の利用可能

な水需要があることが前

提となる。 
 ○   ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

雨水貯留浸透技術協会 
等

 

5 推定末端圧力
一定制御自動

給水装置の採

用 

・末端圧力が過大圧力とならな

いように、ポンプをインバー

タ制御する自動給水装置を

採用する。過大圧力による上

水の無駄遣いを抑制し、併せ

て搬送・処理に伴うエネルギ

ー消費を低減できる。 

 

 ○  ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※ 

日本産業機械工業会 
等

 

資－40～41 



 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(11) その他技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 天然ガスへの
燃料転換 

・重油や灯油等の液体燃料か

ら、発熱量あたり CO2排出

の少ない天然ガスに燃料を

転換する。 

・都市ガス等が利用できるこ

とが前提となる。 
○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 
日本ガス協会 

等

2 地域冷暖房シ
ステムの採用 

・建物ごとに冷凍機やボイラー

等の熱源機器を設置するので

はなく、特定の熱供給プラン

トから複数の建物に冷水や温

水、蒸気などを供給する地域

冷暖房システムを採用する。 

・熱供給幹線の配管設置等、

インフラが整備されるこ

とが前提となる。  ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

日本地域冷暖房協会 
等

3 リアルタイム
省エネ制御シ

ステムの採用 

・室内外の諸条件をもとに、最

適な設備運転が可能となる

ようリアルタイムで制御を

行うシステムを採用する。 
・①センサー等によるエネルギ

ー消費量、室内環境、気象条

件等の実績値のモニタリン

グ、②リアルタイムシュミレ

ー シ ョ ン ソ フ ト で あ る

TRANSYS、③インターネッ
トによる可視化情報の提供機

能、の三つにより構成される。 

・屋上へのセンサー機器設

置、シュミレーション粗酒

との導入等、一体的な制御

システムの導入が前提と

なる。 
・現時点では、主にオフィス

系建物でのシステム開発

が行われている。 

    ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

 

4 デシカント空
調とマイクロ

ガスタービン

の組合せシス

テムの採用 

・デシカント空調と、マイクロ

ガスタービン等のコージェ

ネレーション設備を組合せ

ることで、比較的低温の排熱

を吸湿材の再生過程で有効

利用する。 

・マイクロガスタービン用燃

料として都市ガス等が利用

できることが前提となる。 
・湿度管理や除菌等が求めら

れる施設において導入する

とデシカント空調の除湿機

能等が活かされ、より効果

的である。 

○ ○   ●  ● ●  

－ － 

※※※ 

日本ガス協会 
等

5 蓄電システム
の採用 

・太陽光発電や風力発電、コー

ジェネレーション設備等の

分散型電源により得られる

電気を蓄えられる蓄電シス

テムを採用する。 
・蓄電可能な二次電池には鉛蓄

電池、NAS電池等があるが、
さらなる技術開発が課題とな

っている。 

 

  ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

 

 

6 蓄熱システム
の採用 

・夜間電力を利用してヒートポ

ンプにより蓄熱槽に熱を蓄

え、昼間の冷暖房需要や給湯

需要に利用する蓄熱システム

を採用する。 
・蓄熱方式として、水に熱を蓄

える水蓄熱と、氷に熱を蓄え

る氷蓄熱がある。 

・電力需要のピークカット効

果、コストダウン効果等は

期待できるが、必ずしもエ

ネルギー消費量の削減にな

らない点に留意が必要であ

る。 

 ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

ヒートポンプ・蓄熱センタ

ー 
等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト 効果 導入期 関係団体等 

7 節電タイプ自
動販売機の採

用 

・高断熱化、高気密化、モータ

ーの戸外設置、高効率冷却器

採用等の特徴を有する節電

タイプ自動販売機を採用す

る。 

 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ 省エネ：従来機種に

比べ、電力消費量を

54％程度削減。 ※※ 

日本自動販売機工業会 
等

8 非常口高輝度
誘導灯の採用 

・非常口において、蛍光灯によ

る誘導灯に替わり、高い輝度

が得られる冷陰極線管タイ

プの高輝度誘導灯を採用す

る。 
・表示面積が約 3分の 1とコン
パクト化される。 

 

○ ○  ● ● ● ● ● 

1灯当り3～5万円程
度（工事費含む）。 

省エネ：電力消費を

75～80％程度削減す
る。 

※※ 

日本照明器具工業会 
等

 

● 
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２ 有望な対策技術の仕組等 

 
図解１：複層ガラス  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：旭硝子板ガラス建材総合カタログ（2003 年 3月、旭硝子株式会社） 
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図解２：Hf型照明器具  

 ラピッド式器具と比較した場合の効果 

 

 

 

 

 

 
出典：照明器具リニューアルのおすすめ＜省エネ編＞ 

（2003 年 3月、（社）日本照明器具工業会） 

 

 

図解３：センサ付き照明  

 ラピッド式器具と比較した場合の効果 

 

 

 

 

 

 
出典：照明器具リニューアルのおすすめ＜省エネ編＞ 

（2003 年 3月、（社）日本照明器具工業会） 

 

設定条件／年間点灯時間：3,000時間、
    電気代：23円／kWh、 
    人の検知時間を全体の 40%

94W 
(9,900lm) 

132W
(9,000lm)
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図解４：外気冷房システム  

外気冷房と熱回収運転のシステム比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　・オフィスゾーン

空調機
ヒート
ポンプ

　　・ロビー
　　・オフィス窓際

温風

採熱

空調機 外気

冷風

（暖房と外気冷房による運転）

　　・オフィスゾーン

空調機
ヒート
ポンプ

　　・ロビー
　　・オフィス窓際

温風

空調機

冷風

熱回収

（熱回収による運転）

 
出典：オフィスビルの省エネルギー（1995 年 3 月、（社）空気調和・衛生工学会） 

 

 
図解５：全熱交換器  

 

 

 

 

 

 

 

 

室外側新鮮空気

室外側吹出空気

間隔板 
特殊加工紙

仕切板 
特殊加工紙

室内側供給空気 

室内側排出空気排 気

給 気

1.ケーシング 

2.吊り金具 

3.ローター 

4.駆動用ベルト 

5.バージセクター

6.駆動用モーター

7.モーター架台 

8.シール 

9.軸受 

 
回転型 静止形 

出典：（社）日本冷凍空調工業会ホームページ 
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図解６：高効率ヒートポンプ  
 ■ヒートポンプとは・・・ 
 冷凍機の圧縮器からの高温の排熱等を積極的に 
 利用することを目的としたもの。 
  圧縮冷凍機は、フロン、アンモニアなどの冷媒 
 を作動流体として、膨張・蒸発・圧縮・凝縮の過 
 程を経て冷凍サイクルを構成しています。 
 
 
 
 
 
 出典：新訂エネルギー管理技術 熱管理編 
 （2003 年、（財）省エネルギーセンター） 

 
 ■ヒートポンプ概念図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 出典：冷凍技術テキスト 
 （（社）日本冷凍協会編） 
 

 
 なお、高効率ヒートポンプは、従来機との比較で COP1.3倍（最大出力時）以上となるような高効
率のヒートポンプ（現状では、COP4.8程度のものもある）である。 
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図解７：ガスヒートポンプ  
■ヒートポンプとは 
 一般に液体が気化する時 
はまわりの熱を奪い、液化 
する時はまわりに熱を放出 
するという性質がある。 
 この気化と液化のサイク 
ルを強制的に繰り返すこと 
で、夏は室内の熱を室外に 
汲み出し、冬は外気の熱を 
室内に汲み入れるヒートポ 
ンプによって冷暖房が可能 
となる。 
 
■ガスヒートポンプとは 
 ガスヒートポンプは、室 
外機のコンプレッサーをガ 
スエンジンで駆動し、ヒー 
トポンプによって冷暖房を 
行う空調システム。 

出典：ガス冷房普及東京センターホームページ 

 

 
図解８：ガス吸収式空調システム  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 出典：ENERGY WAVE 
 （東京ガス株式会社 カタログ） 
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図解９：VAV（変風量）方式  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：株式会社荏原製作所資料 

 
 
図解１０：VWV（変流量）方式  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：株式会社荏原製作所資料 
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図解１１：大温度差方式  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14℃

15℃

出典：東京ガス株式会社ホームページ 
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図解１２：デシカント空調システム  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：東京ガス株式会社ホームページ 
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図解１３：空調・ショーケース一体型機器  

 ■従来方式のシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 ■一体型機器のシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：ダイキン・コンビニ専用ユニットコンビニパック冷蔵・冷凍一体化 ZEAS-C 

（ダイキン工業株式会社 カタログ） 
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図解１４：CO2冷媒ヒートポンプ給湯器  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CO2冷媒を活用しており、高い加熱能力によって従来

のフロン系冷媒では実現できなかった 90℃の高温沸
き上げを実現。貯湯タンクユニットの組み合わせによ

って、高温のお湯を大量に供給することができる。ホ

テル、レストラン、給食センターなどの飲食関係から、

プールなどのスポーツ施設、病院、高齢者施設などま

で、お湯を大量に消費する施設に適している。 

 
出典：イトミック業務用エコキュート（株式会社日本イトミック カタログ） 

 

 

資－55 



 

 
図解１５：ガススチームコンベクションオーブン  

 

 ガススチームコンベクションオーブンは、スチーム調理機能と熱風加熱のコンベクション

機能がドッキング。「焼く」「蒸す」「煮る」「炊く」「茹る」が出来る、新しいタイプのマル

チ調理機です。 

 ●コンベクションモードとコンビモードの違い 

 違い 1：コンベクションモードは熱風のみですが、コンビモードは熱風に蒸気を加える

ことにより食材への熱の伝わりが速くなります。 

 

 

 

 

 

 違い 2：コンベクションモードとコンビモードでは、庫内の状態の違いから食材表面の

焼き色に違いが生じます。食材にもよりますが調理時間が長くかかるものは、

その違いがはっきりします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 出典：夢厨房（東京ガス株式会社 

カタログ） 
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図解１６：局所換気方式設備  

 

 

 

 

 

 

 

 
※「置換換気システム」は「局所換気方式」の一手法。 

出典：Halton（業務用厨房換気システム）（三洋東京産機システム株式会社 カタログ） 

 

 
図解１７：ガスコージェネレーション  

●排熱の回収と利用方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 出典：新版コージェネレーション総合マニュアル 
    （2003 年 3 月、日本コージェネレーションセンター） 
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図解１８：自動電圧調整装置  

 

 

 

 

 

 

 自動電圧調整装置

 

 

 
出典：株式会社 NTT データ資料より作成 
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３ 業種別の総エネルギー消費量の推計方法及び使用データ 

(1) 業種別の総エネルギー消費量の推計に用いたデータの出典及び算出方法等 

推計に用いたデータの出典

エネルギー消費原単位

（MJ/m
2
・年）

面　積

（m
2
）

フランチャイズ
チェーン店

コンビニエンスストア エネルギー供給事業者提供資

料とIEE報告書
※1
を用いて算出

IEE報告書とJFA統計書
※2
を用

いて算出

・原単位＝エネルギー使用量（エネルギー供給事業者提供資料の実績値）/延べ床面積（IEE報告
書の平均値）
・面積＝延べ床面積（IEE報告書の平均値）×店舗数（JFA統計調査）

ファミリーレストラン IEE報告書
（ファミリーレストランの原単位を
使用）

ファミレス標準店舗面積（エネ
ルギー供給事業者提供資料）
とJFA統計書を用いて算出

・面積＝標準店舗面積（エネルギー供給事業者提供資料）×一般レストラン店舗数（JFA統計書）

ファーストフード IEE報告書
（ファーストフードの原単位を使
用）

IEE報告書とJFA統計書を用い
て算出

・面積＝平均店舗面積（IEE報告書）×ファーストフード店舗数（JFA統計書）

百貨店、スー
パー等卸・小売
業

百貨店 ECCJパンフレット※3

（デパートの原単位を使用）
商業統計表※4（売場面積）を用
いて算出

・面積＝商業統計（売場面積）/延べ床面積に占める売場面積の比率（ヒアリングより）

スーパー ECCJパンフレット
（スーパーの原単位を使用）

商業統計表（売場面積）を用い
て算出

・面積＝売場面積（商業統計）/延べ床面積に占める売場面積の比率（ヒアリングより）

卸・小売業その他 ECCJパンフレット
（スーパーの原単位を使用）

IEE報告書を用いて算出 ・面積＝卸・小売業の延べ床面積（コンビニの延べ床面積を差し引いた値）－（百貨店延べ床面積
＋スーパー延べ床面積）

事務所ビル BEMA報告書
※5

（事務所の原単位を使用）

IEE報告書
（事務所ビル小計の面積を使
用）

・原単位：BEMA報告書の雑居ビルの原単位は、対象として店舗・飲食店も含まれているため、ここで
は事務所の原単位のみをそのまま使用している。
・面積：IEE報告書の事務所ビル面積には雑居ビルも含まれている。

ホテル・旅館 BEMA報告書
（ホテルの原単位を使用）

IEE報告書
（普通旅館等は除く）

病院・医療関連施設 BEMA報告書
（病院の原単位を使用）

IEE報告書
（公立の病院・診療施設等は除
く）

学校・試験研究機関 BEMA報告書
（学校の原単位を使用）

IEE報告書
（学校・試験研究機関小計）

・原単位：BEMA報告書の学校の原単位には対象として「試験研究機関」分も含まれている。

※1　IEE報告書：民生部門エネルギー消費実態調査（業務部門編Ⅰ、Ⅱ）（平成13年10月、平成14年10月、（財）日本エネルギー経済研究所）

※2　JFA統計書：2001年度JFAフランチャイズチェーン統計調査（2001年度、（社）日本フランチャイズチェーン協会）

※3　ECCJパンフレット：平成15年版ビルの省エネガイドブック（2003年、（財）省エネルギーセンター）

※4　商業統計表：平成11年商業統計表、業態別統計編、大規模小売店舗統計編、立地環境特性別統計編（小売業）、（平成12年12月、通商産業大臣官房調査統計部）

※5　BEMA報告書：平成14年度版建築物エネルギー消費量調査報告書（調査A第XXV報）（平成15年3月、（社）日本ビルエネルギー総合管理技術協会）

業　種 エネルギー消費原単位及び面積の算出方法
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(2) 省エネ法の第二種エネルギー管理指定対象建物のエネルギー消費量推計に用いたデータの出典及び推計方法 

事務所ビル、ホテル・旅館、病院・医療関連施設の第二種エネルギー管理指定対象建物エネルギー消費量については、平成 13年度ビルの省エネルギー対
策検討委員会報告書（平成 14年 3月、ビルの省エネルギー対策検討委員会）において、東京都の業務用建築物に関する資料をもとに全国の第二種エネルギ
ー管理指定対象建物（事務所・病院・ホテル）のエネルギー消費量が推計されていることから、これらの数値を利用した。百貨店、スーパー、卸・小売業

その他の第二種エネルギー管理指定対象建物エネルギー消費量については、まず、同報告書で推定されている百貨店の第二種電気管理指定対象となる建物

規模目安をもとに、商業統計表からこの規模以上に該当する百貨店、スーパー各々の総延べ床面積を算出し、原単位を乗じてエネルギー消費量を算出した。

卸・小売業その他のエネルギー消費量は、卸・小売業全体のエネルギー消費量から、百貨店、スーパーのエネルギー消費量を差し引いて算出した。 
 

推計に用いたデータ 推計方法

コンビニエンスストア
－ －

ファミリーレストラン・
ファーストフード

－ －

百貨店 商業統計表
※1
を用いて推計 ・ECCJ報告書の第二種電気管理指定対象となる百貨店の延べ床面積を売場面積に換算し、対象

となる百貨店の総売場面積を商業統計表から抽出する。
・当該売場面積を延べ床面積に換算し直し、これに原単位（ECCJ報告書）を乗じて推計した。

スーパー 商業統計表を用いて推計 ・ECCJ報告書の第二種電気管理指定対象となる百貨店の延べ床面積を売場面積に換算し、対象
となるスーパー（総合/専門/その他スーパー）の総売場面積を商業統計表から抽出する。
・当該売場面積を延べ床面積に換算し直し、これに原単位（ECCJ報告書）を乗じて推計した。

卸・小売業その他 ECCJ報告書
※2
と商業統計表を

用いて推計

・ECCJ報告書で推計されている第二種電気管理指定対象となる百貨店のエネルギー消費量か
ら、今回推計した「百貨店」、「スーパー」のエネルギー消費量合計を差し引いて推計した。

ECCJ報告書
（事務所）
ECCJ報告書
（ホテル）
ECCJ報告書
（病院）

－ －

※1　商業統計表：平成11年商業統計表、業態別統計編、大規模小売店舗統計編、立地環境特性別統計編（小売業）、（平成12年12月、通商産業大臣官房調査統計部）

※2　ECCJ報告書：平成13年度ビルの省エネルギー対策検討委員会報告書（平成14年3月、ビルの省エネルギー対策検討委員会）

病院・医療関連施設

学校・試験研究機関

フランチャイズ
チェーン店

業　種

百貨店、スーパー
等卸・小売業

事務所ビル

ホテル・旅館

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資－60 



 

４ エネルギーの使用の合理化に関する法律における数値基準 

 
 PAL（Perimeter Annual Load：年間熱負荷係数）と CEC（Conefficient of Energy 
Consumption：エネルギー消費係数）の数値基準は以下のとおりです。 
 

 ホテル等 病院等 物品販売
業を含む

店舗等 

事務所等 学校等 飲食店等 集会所等 工場等 

PAL 420 340 380 300 320 550 550 － 
CEC／ AC
※1 

2.5 2.5 1.7 1.5 1.5 2.2 2.2 － 

CEC／V※2 1.0 1.0 0.9 1.0 0.8 1.5 1.0 － 
CEC／L※3 1.0 
CEC／HW
※4 

1.5～1.9の間で、配管長さ・給湯量に応じて定める数値※6 

CEC／ EV
※5 

1.0 － － 1.0 － － －  

※1：CEC／AC：空気調和設備（適切な制御方法、効率の高い熱源等） 

※2：CEC／V ：空気調和設備以外の換気設備（適切な搬送計画、制御方法等） 

※3：CEC／L ：照明設備（昼光利用等の照明制御等） 

※4：CEC／HW：給湯設備（配管の断熱、効率の高い熱源等） 

※5：CEC／EV：エレベーター（必要な輸送能力に応じた設置計画等） 

※6：1.5～1.9 の間で、配管長さ／給湯量（＝1×）に応じて定める数値について 

 

0＜1×≦7 CEC／HW 1.5 

7＜1×≦12 CEC／HW 1.6 

12＜1×≦17 CEC／HW 1.7 

17＜1×≦22 CEC／HW 1.8 

22＜1× CEC／HW 1.9 

 
 
 

屋内周囲空間の年間熱負荷（MJ/年） 年間エネルギー消費量（MJ/年）

屋内周囲空間の床面積（ｍ
2
） 年間仮想エネルギー消費量（MJ/年）

数
値
基
準
　建築物が１年間の冷暖房に必要とする単位床面積
あたりの外部から侵入する熱と内部で発生する熱の
合計を示したもので、建築物の外壁等の断熱性能が
高いほど値は小さく（＝省エネ性能が高く）なる。

　設計された建築物の各種設備が１年間に消費する
エネルギー量を、一定の基準で算出したエネルギー消
費量で除したもので、効率性が高いほど値は小さく
（＝省エネ性能が高く）なる。

年間熱負荷係数（PAL）で想定 エネルギー消費係数（CEC）で規定

PAL＝ CEC＝

建築物の断熱性の向上
（建築物の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止）

建築設備の省エネ性能の向上
（空気調和設備等に係るエネルギーの効率的利用） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国土交通省ホームページ 
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本書についてのお問合わせは、環境省地球環境局 
地球温暖化対策課（TEL 03-3581-3351 内線 6780） 
あてにご連絡下さい。 
紙は古紙（100%）利用の再生紙を使用しています。） 




